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要 約

平成17年に，長野県上伊那郡・伊那酪農組合加盟の酪農家において，乳牛の飼養状況と分娩時の管理およ

び死亡事故の実態についてのアンケート調査を行った。１戸当たりの平均飼養頭数は64.2頭であり，飼養形

態では繫ぎ飼いが89％を占めていた。また分娩房の所有率は25.9％，巡回監視の実施率は60.0％であり，分

娩介助の平均実施率は39.1％であった。分娩死亡事故の発生率は，出生子牛で6.7％，母牛で2.4％であった。

出生子牛の死亡原因としては，難産や双子など飼育者による分娩時の立ち会いによって防止できる事故が多

かった。母牛の死亡原因としては，周産期のストレスとも関係した代謝性の疾病が多かった。これらの分娩

死亡事故の発生率は，巡回監視の実施の有無とほとんど無関係であったが，低介助割合の農家よりも高介助

割合の農家で低い傾向にあった。また，飼養頭数が比 的多い農家では，飼育者による分娩時の立ち会いを

省力的に実現させる分娩監視装置の利用が望まれていた。
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１．は じ め に

家畜の分娩時の死亡事故の発生は生産性の低下に

直結しており，畜産農家に対して大きな経営的損失

を与える。中でも乳牛においては，近年の高泌乳化

にともない出生子牛および母牛ともに体型が大型化

しており，これを要因とした分娩死亡事故が多発し

ている。香川県西部家畜保健衛生所では ，平成17

年１～３月に共済事故とされた乳牛2089頭のうち，

妊娠および分娩時の事故頭数が9.4％を占めたと報

告されている。また十勝農業共済組合では ，平成

15年における胎子出生子牛死亡廃用事故12309件の

うち，分娩死亡事故が65％を占めたと報告されてい

る。一方，乳牛の収益性についてみると，長野県の

事例では ，搾乳牛１頭あたりの年間粗収益は

72～80万円，年間所得は17～33万円と報告されてい

る。これらより，酪農家が，分娩死亡事故によって

受ける経営的損失がきわめて大きいことは明らかで

ある。また，一般に，乳牛の分娩は，日中（６～18

時）より夜間（18～６時）の時間帯に多いことが知

られており ，このことが分娩死亡事故の防止を，

より一層難しくしている。夜分娩にともなう分娩死

亡事故の防止策の一つとして，夜間給餌により昼分

娩を誘発する方法が研究されているが，すべての牛

の分娩を昼分娩に移行するまでには至っていな

い 。したがって，このような分娩死亡事故によ

る突発的な損失を最小限にとどめ，毎年，一定の収

益性を維持するためには，それぞれの牛の分娩時期

を事前に把握し，昼夜問わず分娩に立ち会うことで，

出生子牛および母牛に分娩前から適切な処置を施せ

るようにする必要がある。そこで，母牛の生体情報，

すなわち，体温，血中プロジェステロン値，血中エ

ストロジェン値などの変化から分娩時期を予測する

方法が研究されている 。しかし，いずれの指

標の変動においても母牛の個体差が深く関係してお

り，実用的な分娩予測技術の確立までには至ってい

ない。また，一般の酪農家は，乳房の腫大，外陰部

の充血と腫脹，頸管粘液の分泌，骨盤靱帯の弛緩，

尾力の低下などの外部兆候によって，おおよその分

娩日を予測しているが，これらの外部兆候から正確

な分娩時刻まで絞り込むことは不可能である。した

がって，飼育者が確実に分娩に立ち会うためには，

常時分娩牛を巡回して監視する「直接監視」，ある

いはビデオモニターを利用した「遠隔監視」のいず

れかを必要とするのが現状である。しかし，このよ

うな目視での監視作業は，労力的にも，時間的にも，

酪農家にとって大きな負担になるものと考えられる。

したがって，分娩時の作業の効率化と分娩死亡事故

の防止を同時に実現するためには，省力的に分娩を

管理または制御するシステムの確立が重要である。
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しかし，酪農家にとっての最も効果的な分娩時の管

理システムは，経営規模，飼養形態，飼養経験など

といった諸々の経営条件によっても大きく異なるも

のと考えられる。そこで本報では，一般酪農経営に

おける乳牛の分娩死亡事故の諸要因および分娩時の

管理システムを検討するため，長野県上伊那郡の酪

農家における乳牛の飼養状況と分娩時の管理および

死亡事故の実態について調査した。

２．材料と方法

長野県の酪農経営は，県南部に位置する上伊那お

よび下伊那地域において特に盛んであり，これらの

地域での乳牛の飼養戸数は，県内全体の20.3および

18.9％を占めていた 。平成17年に，このうちの上

伊那郡・伊那酪農組合加盟の酪農家29戸について，

事前に配布したアンケートに基づき直接訪問法によ

る聞き取り調査を行った。なお，伊那酪農組合加盟

の酪農家は，いずれもホルスタイン種の経産牛を10

頭以上飼育していることが事前に確認されていた。

一般にホルスタイン種は，他の品種にくらべ，出生

子牛の体型が大きく，そのために分娩時の事故が起

こりやすいことが知られており，本調査では，これ

らの分娩事故に対する酪農家の意識および対応に注

目した。配布したアンケートの内容は大きく２つの

項目に分けられており，項目１では，経営規模や飼

養形態といった飼養状況に関して，また項目２では，

分娩牛の管理状況や分娩死亡事故の実態に関して質

問した。なお，調査結果の解析は，事前にアンケー

トを配布した29戸のうち，アンケート回収および聞

き取り調査可能であった27戸についてのみ行われた。

３．結果と考察

まず，経営規模についてみると，調査農家一戸当

たりの飼養頭数（平均値±標準偏差）は，64.2±

32.8頭であり，その内訳は搾乳牛が40.2±23.6頭，

乾乳牛が6.6±4.9頭，育成牛が17.1±11.4頭であっ

た。また，経産牛（搾乳牛および乾乳牛）の年齢は

4.3±0.8歳，産次数は2.7±0.5産，年間乳量は

8026.3±861.2kg/頭であった。これらの調査農家

と同等の飼育頭数（100頭／戸未満）を有する酪農

家，すなわち中小規模経営の農家は，平成17年には，

長野県全体の95.2％を占めていた 。また，この規

模の酪農家は家族を中心として経営を成り立たせて

いることが多く ，これらの酪農家が一定の収益性

を常に維持するためには，限られた労力で効率良く

健康な後継牛を一年一産させる必要があった。次に，

飼養形態についてみると，繫ぎ飼い農家が全体の

88.9％を占めており，フリーストールおよびフリー

バン農家は残りのわずかに過ぎなかった。搾乳方法

としては，パイプラインを使用している農家が

85.2％を占めており，ミルキングパーラーを使用し

ている農家は，フリーストール・フリーバン農家３

（／３）戸と繫ぎ飼い農家１（／24）戸のみであっ

た。フリーストール・ミルキングパーラ方式につい

ては，多頭化による労働生産性の向上や所得増加を

目的として昭和60年頃から導入を試みる農家が増え

ている 。一方，この飼養形態においては「肢蹄

病・乳房炎の増加」，「個体管理がしにくい」，「糞尿

処理が難しい」など牛舎の構造上避けられない問題

点も指摘されており，調査農家の中では，少ない労

力で飼養・繁殖管理が行き届きやすい繫ぎ飼い方式

を維持する農家が多かった。そこで，このような飼

養状況下における分娩管理の実態に注目した。調査

農家の中で，分娩房を所有している農家は25.9％，

実際に利用している農家は22.2％と比 的少なかっ

た。なお，繫ぎ飼い農家の中で分娩房を所有してい

る農家は４（／24）戸のみであった。一般にホルス

タイン種は体型が大きいこと加え大変神経質な性格

でもあるため，分娩時の取り扱いには細心の注意が

必要とされる。そのため，分娩牛が外部から受ける

ストレスを最小限にし，飼育者が助産しやすい構造

をもつ分娩房を設置することは，分娩管理の方法と

して効果的であると考えられる。また分娩房では，

衛生環境が整いやすく，また分娩時に母牛が自由に

体勢を変えられることなどもあり，分娩死亡事故の

防止策として分娩房の設置を推奨している家畜共済

も多い。北海道の十勝農済では，分娩房の設置直後

から分娩前後の事故が減少したと報告されている 。

しかし，調査農家の中では，通常時から繫ぎ飼いで

あり，その状態のまま分娩をむかえるという方式の

農家が70.4％と最も多かった。この方式では，すべ

ての経産牛が常に繫がれた状態にあるため，周産期

を通して経産牛同士あるいは母子間の相互干渉が少

なく，少ない労力での分娩時の個別管理が比 的容

易であったものと考えられる。しかし実際には，い

ずれの飼養形態でも，設備だけで最適な分娩環境を

満たすことは不可能であり，分娩時には，これらの

欠点を補うような飼育者の対応が必要とされる。そ

の対応の一つとして，巡回監視の実施状況に注目し

た。分娩間近の巡回監視を実施している農家は

60.0％を占めており，１日当たりの巡回監視の回数

は１～８回，１回の巡回監視に費やす時間は３～10
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分であった。すなわち，調査農家の大部分は，同様

の経営規模および飼育形態であったにも関わらず，

巡回監視に費やす労力および時間は農家によって全

く異なった。また，巡回監視に対する意識について

も，「ほとんど負担にならない」とういう積極的な

意見から「夜間の巡回が辛い」という消極的な意見

まで様々であった。また，分娩時の助産の状況をみ

ると，飼育者が自ら介助した割合（平均値±標準偏

差）は39.1±31.9％，獣医師の治療を受けた割合は

7.4±5.6％であった。その際の介助のタイミングお

よび方法については，すべての分娩で胎子の足が見

えるとチェーン等を使用して引っ張り出すという農

家や，分娩開始が認められて数時間経っても娩出が

起こらない時のみ飼育者が手を母牛の膣内に入れ胎

子の姿勢や位置を確認するという農家など様々で

あった。

次に，分娩事故の発生状況として，平成12から17

年までの過去６年間に確認された総分娩数3429件に

おける出生子牛および母牛の分娩死亡事故の実態に

注目した。分娩死亡事故は母牛よりも出生子牛で多

発する傾向にあり（図１），分娩死亡事故の発生率

（平均±標準偏差）は，出生子牛で6.7±3.2％，母

牛で2.4±4.3％であった。また調査農家の中には，

出生子牛の年間死亡数が13～26頭ときわめて多い農

家も存在した。これらの分娩死亡事故の発生原因と

して，出生子牛では（図２），「難産」（20.4％），

「双子」（12.2％），「介助できず朝死亡」（10.2％），

「母牛が踏む」（10.2％），「逆子」（8.2％）などが上

位を占めていた。これらの原因による分娩死亡事故

は，いずれも分娩時の処置の遅れにともなう事故で

あり，飼育者が早い段階で分娩兆候に気づき適切な

処置を施せば防止できた可能性が高いと考えられる。

一方，母牛では（図３），「肝機能低下」（17.4％），

「起立不全・腰抜け」（13.0％），「乳房炎」（13.0％），

「難産・衰弱」（13.0％）などが上位を占めていた。

これらの発生原因はいずれも代謝性の疾病であり，

これらの疾病は，近年の生産技術向上にともなう

偏った飼養管理と周産期のストレス要因が加重して

生じるものと考えられる。したがって，母牛の分娩

死亡事故の防止策としては，牛体に負担をかけない

速やかな娩出作業だけでなく，分娩前後における適

切な栄養補給が大変重要であると考えられる。そこ

で，これらの分娩管理の状況と分娩死亡事故との関

連性（図４）に注目した。出生子牛および母牛のい

ずれにおいても，巡回監視による分娩死亡事故の発

生率の違いはほとんどみられなかったが，飼育者の

介助によって分娩死亡事故の発生率は低下する傾向

にあった。中でも，出生子牛の分娩死亡事故の発生

率は，介助割合が平均値未満の低介助群にくらべ，

乳牛における分娩時の管理および事故の実態調査

図１．各農家における出生子牛および母牛の分娩死亡事

故の発生率．

図２．出生子牛の分娩死亡事故の発生原因．

図３．母牛の分娩死亡事故の発生原因．
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平均値以上の高介助群で有意に低かった（Ｐ＜

0.05）。したがって，分娩死亡事故の防止策として

は，巡回監視の回数や時間を増やすだけでは不充分

であり，分娩前の早い段階から分娩兆候の詳細を正

確に監視し，確実に分娩に立ち会うことが大変重要

であるものと考えられる。十勝農業共済組合では，

胎子分娩死亡事故における飼育者の立ち会い状況は，

高被害群にくらべ，低被害群で高かったことが報告

されている 。このことからも，すべての牛の分娩

時に飼育者が立ち会えるような分娩監視体制の必要

性は明らかである。このような分娩死亡事故の現状

を踏まえて，近年，分娩牛の体温変動あるいは膣内

挿入機器における分娩排出時の温度低下を指標とす

る分娩監視装置が数多く研究開発されている 。

そこで，このような分娩監視装置に対する酪農家の

利用意識に注目した。調査農家の中に，分娩監視装

置をすでに利用している農家はいなかったが，「装

置があれば利用したい」と回答した農家が63％を占

めていた。なお，これらの農家が希望する分娩監視

装置の価格は，実際に販売されている価格よりはる

かに低かった。一方，「装置があっても利用しない」

と回答した農家の中には，「経験上分娩日時がおお

よそ予測できる」，「飼養頭数が少ないため分娩牛の

管理が行き届いている」などの意見もあった。そこ

で，経営規模と分娩監視装置に対する利用意識との

関連性をみると，一戸当たりの飼養頭数は，利用を

希望しない農家（42.1頭）よりも希望する農家

（73.5頭）で有意に多かった（Ｐ＜0.05）。これら

のことより，分娩監視装置の必要性は，中小規模経

営の農家の中でも，飼養頭数が比 的多い農家で高

いことが明らかとなった。このような需要は，本調

査対象外であった大規模経営の酪農家あるいは牧場

で，さらに高くなるとも考えられる。したがって，

分娩監視システムの確立および普及においては，分

娩時期予測の精度向上に加え，１頭の分娩監視に必

要な費用および作業時間をいかに引き下げるかがき

わめて重要であるものと考えられる。
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Questionnaire survey on on-site calving management and mortality of dairy cattle

 

Kanji Matsui,Mai Yamada,Ken-ichi Takeda,Tomotsugu Takahashi
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University,Minamiminowa,Kamiina,Nagano 399-4598,Japan
 

A questionnaire survey of on-site calving management and natal accidents of dairy cattle was carried
 

out by Ina Dairy Association in Nagano Prefecture in 2005.An average 64.2 head were raised per farm
 

and the tie stall feeding system was used by 89% of the farms.Some 25.9% had their own calving pens,

the calving patrol rate was 60%,and the average delivery assistance rate was 39.1%.The incidence of
 

fatal accidents at calving was 6.7% in the calves born,and 2.4% among cattle in labor. The causes of
 

death of the calves born were mainly difficult calving and twins.There were many accidents which could
 

have been prevented by the presence at birth and proper treatment by breeders.The cause of death among
 

cattle in labor included many diseases of metabolic abnormalities with stress in the perinatal period.The
 

incidence of these fatal calving accidents was virtually unrelated to the execution of patrol,but these rates
 

were lower for farms with a higher delivery assistance rate. At farms with a relatively large number of
 

cattle,the utilization of a calving monitoring apparatus was desired for the prevention of fatal accidents.

Key word：calving management,delivery assistance,dairy cattle,calving mortality
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